
気候変動問題を機会として活かす
伊藤忠商事は、中期経営計画において、GHG排出量削減に関する「2040年オフセット
ゼロ」という⽬標を掲げています。例えば、再⽣可能エネルギー発電所の建設は、その
エネルギーを利⽤するお客様のGHG排出量、そして世界のGHG排出量の削減に資する
取組みです。他⽅、新たに再⽣可能エネルギー発電所を建設した場合、⾃社のScope3
の排出量は増加する可能性もあります。しかしながら、このような取組みを加速し、
Scope3を含む⾃社排出を削減しつつ、削減貢献量を拡⼤する取組みは、⼤変意欲的な
⽬標と⾔えます。
また、同時に「2050年GHG排出量実質ゼロ」という⽬標も掲げています。その⽅策

の⼀つとして、ライフサイクルアセスメント・Scope3の計算⽅法等を学ぶ研修動画を
社員に提供し、脱炭素商品を求める顧客への営業ツールとしても活かしています。将来
の⼤掛かりなソリューションを考えるだけではなく、⽬の前の⾃分たちが⼿掛ける
ビジネスからまず始めるという姿勢こそが、GHG排出量削減に最も重要であると考え
ており、他の企業にとっても参考となる取組みだと思います。多くのお客様の事業を
⽀える総合商社が、GHG排出量削減を単なるコストではなく、機会と捉えて積極的に
取組む体制が根付いていることは、⼤変⼼強く感じます。
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